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Ⅰ　決　算　書

（Ⅰ）　令　和　元　年　度　仙　台　市

収益的収入及び支出

収　　　　　　入

円 円 円 円

第１款

第1項 営 業 収 益

第2項 営 業 外 収 益

第3項 特 別 利 益

支　　　　　　出

予備費
当初予算額 小　　　　計

支出額

円 円 円 円 円

予 備 費

水 道 事 業 費 用 △

営 業 費 用

第4項

第1項

第2項

第3項 特 別 損 失

営 業 外 費 用 △

予　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　額

合　　　　　　　計
区　　　　　　　　　分

水 道 事 業 収 益

区　　　　　　　　　分

△

第１款

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

△　　

地方公営企業法第 条

出額に係る財源充当額

円
出額

業法第 条

△　　

補 正 予 算 額 流用増減額

△　　

地方公営企

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　

定による支

第３項の規
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　　水　道　事　業　決　算　報　告　書

円 円 △減

（うち，仮受消費税及び地方消費税 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

地 方 公 営 企

業 法 第 条

第 ２ 項 の 規

定 に よ る 繰

越額

円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

円）
（   　　  　　　　  〃

予　算　額　に　比　べ

決　算　額　の　増　減
決　　算　　額

△　　

決　　算　　額

地方公営企業

法第26条第２

項の規定によ

る繰越額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考
合　　　　　計

不　用　額

額
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資本的収入及び支出

収　　　　　　入

円 円

固 定 資 産
売 却 代 金

そ の 他
資本的収入

支　　　　　　出

継 続 費
当 初 予 算 額

逓 次 繰 越 額
円 円 円 円 円 円

第2項 企業債償還金

第１款
水 道 事 業

第1項

資 本 的 支 出

△　建 設 改良費

△　

△　

資本的収入額が資本的支出額に不足する額11,150,068,415円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

△　

△　

△　

第4項 国 庫 補助金

出 資 金第3項 △　

地 方 公 営 企 業 法

区　　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

る 財 源 充 当 額 財 源 充 当 額

水 道 事 業

円

資 本 的 収 入

継 続 費 逓 次

小　　　　　計

第１款

第1項 企 業 債

第2項

地方公営企業法区　　　　　　　　分

第5項 開 発 負担金

第6項 負 担 金

第7項

補 正 予 算 額

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

流 用
小　　　　　計 第 条の規定に

よ る 繰 越 額 に 係

第 条 の 規 定 に
繰 越 額 に 係 る

円

△　

円

増減額 よ る 繰 越 額
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円 円 円 △減

継 続 費 不　用　額
合　　　　　計

逓 次 繰 越 額
円 円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（　　　　　　　　　　　　〃

円）

　758,492,339円，過年度分損益勘定留保資金6,447,689,668円及び減債積立金3,943,886,408円で補てんした。

備　　　　　　　　　考決　　算　　額
合　　　　　計

よ る 繰 越 額

第 条の規定に

地方公営企業法

円）

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

△　　

（うち，仮受消費税及び地方消費税△　　

（   　　  　　 　　  〃 円）

円）（   　　  　　 　　  〃

円

円繰越額に係る財源

繰越額に係る財源△　　

△　　

繰越額に係る財源

予算 額に 比べ

決算 額の 増減

（うち，仮受消費税及び地方消費税

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

円）△　　

△　　

円△　　

決　　　算　　　額
合　　　　　　計
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1　　令和元年度仙台市水道事業損益計算書
（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

（単位   円）

△25,574,503

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

固 定 資 産 売 却 損

そ の 他 特 別 損 失

営 業 外 費 用

営 業 収 益

営 業 費 用

浄 水 費

受 水 費

給 水 費

営 業 外 収 益

雑 収 益

配 水 費

受 取 利 息

（Ⅱ）　　財　　務　　諸　　表

総 係 費

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

不 動 産 賃 貸 料

営 業 利 益

原 水 費

受 託 工 事 費

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

支 払 利 息

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

経 常 利 益

水 道 加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

業 務 費

減 価 償 却 費

国 庫 補 助 金
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2　　令和元年度仙台市水道事業剰余金計算書

受贈財産
評価額

工事負担金
国庫(県)
補助金

開発負担金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入

減債積立金の積立

当年度変動額

企業債償還に充当

一般会計出資金の受入

当年度純利益

注　△表記は，減少，損失又は欠損を示す。

3　　令和元年度仙台市水道事業剰余金処分計算書（案）

（単位　円）　

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 

資本金への組入 △ 

建設改良積立金の積立 △ 

（繰越利益剰余金）

注1　△表記は，減少を示す。

注2　未処分利益剰余金 6,740,387,225円については，3,943,886,408円を資本金に組み入れ，2,796,500,817円を建設改良積立

　　　（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

資　本　金

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

　　資　本　剰　余　金　　　　　
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（単位　円）　

　　　剰　余　金

　　

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

減債積立金
未処分

利益剰余金
利益剰余金

合計

△ 6,887,554,246 △ 2,943,667,838

△ 6,887,554,246 △ 2,943,667,838

△ 2,943,667,838 △ 2,943,667,838

△ 3,943,886,408

（繰越利益剰余金）

△ 3,943,886,408

△ 3,943,886,408

（当年度未処分利益剰余金）

金に積み立てる。

資本合計
利　益　剰　余　金
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4　　令和元年度仙台市水道事業貸借対照表
（令和2年3月31日）

資      産     の     部

ｲ

ﾛ

△ 

ﾊ

△ 150,821,174,100

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

ﾍ

△ 

ﾄ

△ 

ﾁ

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ｲ

ﾛ

△ 

△ 

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

水 利 権

出 資 金

未 収 金

施 設 利 用 権

地 上 権

ダ ム 使 用 権

建 設 仮 勘 定

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

   （単位   円）

貯 蔵 品

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 その 他 の 資 産 合 計

器 具 備 品

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産
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負     債     の     部

ｲ

ｲ

ｲ

ｲ

ﾛ

ｲ

△ 11,311,314,087

ﾛ

△ 17,519,874,789

ﾊ

△ 

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

引 当 金

企 業 債 合 計

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 的 収 入

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負 債 合 計

未 払 費 用

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

預 り 金

受 贈 財 産 評 価 額

固 定 負 債 合 計

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額
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資     本     の     部

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ｲ

そ の 他 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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Ⅱ 決算附属書類

（Ⅰ） 令和元年度仙台市水道事業報告書

概 況

総 括 事 項

本年度の水道事業は，「仙台市水道事業中期経営計画（平成 年度～令和元年度）」の最終年度

にあたり，計画に掲げる事業を着実に推進し，強くて安心な水道，エコで持続可能な水道づくりに

取り組みながら，お客さまへの安全・安心で良質な水道水の安定供給に努めてまいりました。

事業実績につきましては，年間総配水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千

立方メートル（ ％）減，年間有収水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千立

方メートル（ ％）減となり，有収率は前年度より ポイント向上して ％となりました。

経営面につきましては， 年後を見据えた長期的な資産管理の考え方である「アセットマネジメ

ントの方向性」と， 年後を見据えた持続可能かつ強靭な施設形態の構築を目指す「水道施設再構

築構想」を示すとともに，目指す将来像を設定し，今後 年間に取り組むべき施策の基本的方向性

を定めた「仙台市水道事業基本計画（令和 年度～ 年度）」を策定しました。

次に，建設改良事業につきましては，配水管整備事業で，基幹管路の新設工事や配水支管の更新

工事などを行い，事業費 億 千万円を支出し，配水管延べ メートルを布設しました。ま

た，施設整備事業では，荒巻配水所更新工事や茂庭浄水場配水池耐震補強工事等の災害対策関連事

業を行ったほか，福岡浄水場系監視カメラ新設・更新工事等の安全対策関連事業などを行い，事業

費 億 千 百万円を支出しました。

財政状況につきましては，収益的収支（消費税及び地方消費税抜き）において，総収益 億

千 百万円に対し，総費用 億 千 百万円で，差引 億 千 百万円の純利益となりました。

以上が決算の概況でございますが，新型コロナウイルス感染症の影響で事業用の水需要が減少し

ている中，今後も計画的かつ効率的な事業運営による経営基盤の強化やサービスの向上に努めると

ともに，危機管理上の課題にも万全な対策を講じつつ，安全で良質な水道水を安定的に供給してい

くことを通じて，お客さまと地域社会に一層信頼される水道事業を目指してまいります。
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　(2)　議会議決事項

令和 令和

平成30年度仙台市水道事業会計予算繰越しに関する件 元.

第 号 仙台市水道事業給水条例の一部を改正する条例 元. 元.

第 号 平成30年度仙台市水道事業会計利益処分及び決算認定に関する件 元. 元.

第 号 令和元年度仙台市水道事業会計補正予算（第1号）

第 号 令和2年度仙台市水道事業会計予算

第 号 仙台市下水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例

　(3)　職員に関する事項

イ （管理者を除く）

人 人 人

ロ

議 決 年 月 日件　　　　　　　　　　　　　　　名議 案 番 号

報 告 第 号

提 出 年 月 日

職 員 数

平 成 年 度 増 減 （ △ 減 ）

△ 

事 務 職 員

令 和 元 年 度

損 益 勘 定

所 属 部 門
計

区 分

技 術 職 員

事 務 職 員
資 本 勘 定

所 属 部 門
技 術 職 員

△ 

令和元年 月 日改定を行い，平成 年 月 日から適用した。

計

給 与 改 定

合 計
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工　　　　　事

1)　建設改良工事の概況 （単位　　円）

イ 配水管整備事業

金　　額

口径300粍将監大沢送水管(将監地内)更新工事(その2)ほか

ロ 施設整備事業

金　　額

荒巻配水所更新工事ほか

国見浄水場電気設備更新工事(薬注棟・本館地下一階)ほか

貨物自動車

液体クロマトグラフ質量分析計ほか

茂庭浄水場濃縮槽・汚泥貯留槽耐震補強工事ほか

茂庭3号隧道保全

ハ 受託等工事

金　　額

口径100粍岡田字新浜東通地内配水管(水管橋含)

口径100粍坪沼大貝橋廃止に伴う相ノ原橋添架建 設 仮 勘 定

構 築 物

地 上 権

建 設 仮 勘 定

計

設計業務委託ほか

計

災害復旧工事ほか

器 具 備 品

車 両 運 搬 具

構 築 物

機械及び装置

件　　　　　　　　　　　　　名

建 物

区　　　分

口径200・150粍扇町三・四丁目地内配水管更新工事ほか構 築 物

茂庭浄水場照明設備及び火災報知設備更新工事ほか

計

建 設 仮 勘 定

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

土 地 茂庭1号隧道保全用地ほか

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名
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2)　保存工事の概況 （単位　　円）

件　　　　　　　　　　　　　名 金　　額

茂庭浄水場管理本館大規模改修工事

口径800粍旭ケ丘二丁目地内国見第二配水幹線受口修繕工事

口径500粍泉中央四丁目地内ゴム可とう管修繕工事

青下第三ダム制水扉修繕工事

紫山配水所屋上防水・外壁改修工事

北山配水所・馬場中継送水ポンプ場外壁及び屋根塗装改修工事

大倉送水ポンプ場及び石神配水ポンプ場ポンプ井内面塗装改修工事

送水ポンプ場等ポンプ修繕工事(大倉・下倉・石神・寺岡)

宮床取水ポンプ場外壁及び屋根塗装改修工事

五ツ森配水所外壁改修工事

口径600粍若林配水幹線(若林三丁目及び五丁目地内)横型仕切弁撤去及び
分岐整理工事

黒森山配水所1号池及び管理棟屋上防水・外壁改修工事

口径150粍長町七丁目地内配水支管移設工事

配水所・ポンプ場計装設備修繕工事(綱木坂送水ポンプ場／
虹の丘・住吉台・茂庭第二・芋沢配水所)

青下第一ダム玉石貼り修繕工事

口径400粍上愛子字松原地内中原送水管修繕工事

国見浄水場1・5号ろ過池表洗管修繕工事

計
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3　業　　　　  務
  (1)  業   務   量

ｍ３ ｍ３ △ ｍ３ ％

ｍ３ ｍ３ △ ｍ３ ％

栓 栓 栓 ％

  (2)  事業収入に関する事項

％

  (3)  事業費に関する事項

％

△ 　 皆減

平 成 30 年 度令 和 元 年 度

営 業 収 益

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

使 用 給 水 栓 数

営 業 外 収 益

受 取 利 息

科　　　　　　　　　　目

給 水 収 益

事　　　　　　　　　　項

平 成 30 年 度令 和 元 年 度

円

△ 　

固 定 資 産 売 却 益

特 別 利 益

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

水 道 加 入 金

不 動 産 賃 貸 料

長 期 前 受 金 戻 入

計

給 水 費

科　　　　　　　　　　目

受 託 工 事 費

配 水 費

受 水 費

浄 水 費

円

過 年 度 損 益 修 正 益

国 庫 補 助 金

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 費

計

支 払 利 息

営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 損 失

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

減 損 損 失

業 務 費

資 産 減 耗 費

比                      較
増 減 （ △ 減 ） 比     率

比                      較

減 価 償 却 費

△ 　

△ 　

△ 　

△ 　

△    

増 減 （ △ 減 ）

円

総 係 費

皆減

△ 　

円 円

増 減 （ △ 減 ） 比     率

比                      較

△ 　

△ 　

令 和 元 年 度 平 成 30 年 度

△ 　

円

△ 　

比     率

皆増

△ 　

△ 　

△ 　

△ 　

△ 　

△ 　
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4  会　　　　　計

　(1)　重要契約の要旨

イ　  工　事　関　係

契 約 の 内 容

平成令和

元. 国見浄水場排水処理受変電設備更新工事 （株）

元. 口径75・100粍福田町南一丁目地内外2線(福田町) （株）
配水支管更新及び圧力調整弁設置工事

元. 口径150・200粍藤松地内外1線(双葉ケ丘) （株）
配水支管更新工事

元. 中原浄水場管理本館電気設備更新工事 （株）

元. 口径50・200粍永和台地内外1線(松陵) （株）
配水小支管更新工事

元. 口径100・150粍長町二丁目地内 （株）
配水支管更新工事

ロ　  物　品　関　係

契 約 の 内 容

平成令和

元. 接線流羽根車式水道メーター（口径13mmロング） （株）

元. 接線流羽根車式水道メーター（口径20mm） （株）

元. 接線流羽根車式水道メーター（口径20mm） （株）東 洋 計 器

契 約 の 相 手 方

契 約 の 相 手 方

中 央 管 工 業

ア ズ ビ ル 金 門

三 浦 組

昱 機 電

東 光 高 岳

柏 原 計 器 工 業

本 山 振 興

山 元 工 業

円

契約年月日

契約年月日

円

契 約 金 額

契 約 金 額
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　(2)　企業債及び一時借入金の概況

　　 イ　　企        業        債

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

（株）七 十 七 銀 行

（株）仙 台 銀 行

　 　ロ　　起　　債　　前　　借

借　　入　　先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

　 　ハ　　一　時　借　入　金

前　年　度　末　残　高 　本年度中における借入残高最高額 本　年　度　末　残　高

円 円 円

計

借　　入　　先

財 務 省

地方公共団体金融機構

杜 の 都 信 用 金 庫

計

財 務 省
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5　そ　　の　　他

(1)　他会計補助金の使途について

他会計補助金 円については，水道料金減免に対する補助金として職員給与

広域化対策に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），旧簡易水道事業

に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），経営戦略の策定に

（特定収入以外），水源開発に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），

費に 円（特定収入以外），児童手当負担金として児童手当に 円

要する経費として旅費等に 円（特定収入）をそれぞれ充当した。■■■■■■■■
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1　キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

　　　 （単位   円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

○当年度純利益（△は純損失）

○減価償却費

○固定資産除却費

○固定資産売却損益（△は益）

○固定資産譲渡損

○退職給付引当金の増減額 △ 

○賞与引当金の増減額

○法定福利費引当金の増減額

○長期前受金戻入額 △ 1,358,561,154

○受取利息及び受取配当金 △ 

○支払利息

○過年度損益修正損益（△は益）

○未収金の増減額（△は増加） △ 

○たな卸資産の増減額（△は増加） △ 

○前払費用の増減額（△は増加）

○未払金の増減額 △ 

○未払費用の増減額

○預り金の増減額

○小計

○利息及び配当金の受取額

○利息の支払額 △ 

○業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

○有形固定資産の取得による支出 △ 8,672,359,916

○有形固定資産の売却による収入

○無形固定資産の取得による支出 △ 

○国庫補助金等による収入

○投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,866,629,339

財務活動によるキャッシュ・フロー

○建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

○建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 6,029,452,364

○他会計からの出資による収入

○リース債務返済等による支出 △ 

○財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,707,374,878

資金増減額 △ 

資金期首残高

資金期末残高

(Ⅱ)　そ　の　他　の　書　類
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款 項 目 節 金　　　　額 備 考

円

水道事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

分 水 料 金

受 託 工 事 収 益

受託給水工事収益

その他受託工事収益

その他営業収益

手 数 料

下 水 道 負 担 金

共同導水路負担金

消 火 栓 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営業外収益

受 取 利 息

預 金 利 息

不 動 産 賃 貸 料

土 地 賃 貸 料

水路工作物賃貸料

その他不動産賃貸料

水 道 加 入 金

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国庫 （ 県 ） 補 助金

開 発 負 担 金

その他資本的収入

雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

過年度損益修正益

過年度損益修正益

収 益 合 計

2　　収 益 費 用 明 細 書

収               益
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款 項 目 節 金　　　　額
円

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

報 償 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

浄 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

費               用

備　　　　考
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

旅 費

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

受 水 費

受 水 費

配 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

補 償 金
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

給 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

公 課 費

受 託 工 事 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

保 険 料

公 課 費

業 務 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

旅 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

保 険 料

総 係 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

退 職 給 付 費 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

報 酬

補助及び交付金

－　　－26



款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

被 服 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 金

研 修 費

予算額

交 際 費 円

食 糧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

諸 謝 金

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

固定資産撤去費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

企 業 債 利 息

借 入 金 利 息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

固定資産売却損

固定資産売却損

その他特別損失

固定資産譲渡損

費 用 合 計
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(1)　有形固定資産明細書

(2)　無形固定資産明細書 　（単位　円）

当 年 度

減 少 額

水 利 権

地 上 権

ダ ム使用権

施設利用権

建設仮勘定

計

減 価 償 却 高

当 年 度

現 在 高

－

年 度 末
備 考

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

固　　　　定　　　　資　　　　産

資 産 の 種 類 年度当初現在高

土 地

機 械 及 び 装 置

建 物

構 築 物

建 設 仮 勘 定

計

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

当 年 度

増 加 額

リ ー ス 資 産

資産の種類
年 度 当 初

現 在 高
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　（単位　円）

　（単位　円） (3)　投　資　明　細　書 　（単位　円）

出 資 金

計

－

現 在 高

－

年 度 末

減 少 額増 加 額

－

備　　　　　　　考

－

当 年 度 増 加 額
年度末償却未済高

備　　　考
年 度 当 初

現 在 高

当 年 度

－

資産の種類

－

当 年 度

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

当 年 度 減 少 額 累 計

明　　　　　細　　　　　書
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

平成 平成

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

企 業 債 明 細 書

償 還 高
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(単位　円)

令和

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

利 率 償 還 終 期 備 考

年 ％

企 業 債 明 細 書

未 償 還 残 高 発行価額
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）
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利 率 償 還 終 期 備 考未 償 還 残 高 発行価額

令和

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 施設改良事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）
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利 率 償 還 終 期 備 考未 償 還 残 高 発行価額

令和

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 元. 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（泉地区拡張事業）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（仙台）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 銀行等引受債　（杜の都）

年度 銀行等引受債　（仙台）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 銀行等引受債　（七十七）

年度 銀行等引受債　（仙台）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

令和

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

令和

元 年度 公募債　（機構）
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利 率 償 還 終 期 備 考未 償 還 残 高 発行価額

令和

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（宮城地区拡張事業等）

-　 借換債（簡易水道事業）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 元. 借換債（泉地区拡張事業等）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（第５次拡張事業等）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 配水管整備事業

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

令和 令和

元 年度 公募債　（機構）

計
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利 率 償 還 終 期 備 考未 償 還 残 高 発行価額

令和

-　 施設整備事業

年 ％
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i　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～20年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・水利権 20年

・地上権 5年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当す

る金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

（Ⅲ）　　注　記　事　項

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
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（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

4．消費税等の会計処理

ii　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

1．重要な非資金取引

iii　貸借対照表に関する注記

1．企業債の償還に係る他会計の負担

iv　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 円

　1年超 円

　　計 円

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

る支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

当年度，新たに計上した受贈財産に係る資産及び負債の額は，それぞれ 円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

破産更正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

等については，当年度の費用として処理している。

当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は，それぞれ

計上している。

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 万円超かつリース期間が 年超のファイナンス・リース取引については，

リース料総額が 万円以下又はリース期間が 年以内のファイナンス・リース取引については，

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は， 1,806,895,555円である。

7,095,000円である。

－　　－42



ⅵ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

4,175,544円を使用した。

481,317,363円を使用した。

令和元年度において，期末手当・勤勉手当として 円を支給するため，賞与引当金

222,287,988円を使用した。

令和元年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 円を支出する

令和元年度において，不納欠損による損失として 円が発生したため，貸倒引当金

ため，法定福利費引当金44,149,192円を使用した。

令和元年度において，退職手当として 円を支給するため，退職給付引当金
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